
改
正
の
ポ
イ
ン
ト

　

住
宅
ロ
ー
ン
控
除
に
つ
い
て
は
、
こ

れ
ま
で
の
認
定
住
宅
に
加
え
、
Ｚ
Ｅ
Ｈ

水
準
省
エ
ネ
住
宅
、
省
エ
ネ
基
準
適
合

住
宅
に
つ
い
て
借
入
限
度
額
の
上
乗
せ

措
置
が
講
じ
ら
れ
る
ほ
か
、
控
除
率
の

０
・
７
％
へ
の
引
き
下
げ
、
所
得
要
件

の
２
０
０
０
万
円
以
下
へ
の
引
き
下
げ
、

適
用
を
受
け
る
た
め
の
手
続
き
の
簡
素

化
な
ど
が
行
わ
れ
る
。

　

ま
た
、
適
用
期
限
は
、
令
和
７
年
12

月
31
日
ま
で
に
延
長
さ
れ
る
。

⑴
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
概
要

　
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
適
用
を
受
け
る

に
は
、
一
定
の
要
件
を
満
た
さ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
そ
の
住
宅
を
新
築
ま
た

は
購
入
し
た
場
合
の
主
な
要
件
は
図
表

１
、
原
則
的
な
控
除
額
等
は
図
表
２
、

特
別
特
例
取
得
に
該
当
す
る
場
合
の
控

除
額
等
は
次
ペ
ー
ジ
の
図
表
３
の
と
お

り
で
あ
る
。

　
特
別
特
例
取
得
と
は
住
宅
の
取
得
等

に
係
る
消
費
税
率
が
10
％
の
場
合
で
、

次
の
期
間
内
に
そ
の
契
約
が
締
結
さ
れ

た
も
の
を
い
う
。

• 

注
文
住
宅
…
…
令
和
２
年
10
月
１
日

〜
令
和
３
年
９
月
30
日

• 

分
譲
住
宅
等
…
…
令
和
２
年
12
月
１

日
〜
令
和
３
年
11
月
30
日

控
除
率
は
０
・
７
％

所
得
上
限
は
２
０
０
０
万
円
に

⑵
改
正
の
内
容

①
適
用
期
限
、
借
入
限
度
額
、
控
除
期

間
、
適
用
要
件
な
ど
の
改

正
　
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
適

用
期
限
が
４
年
延
長
さ
れ
、

令
和
４
年
１
月
１
日
か
ら

令
和
７
年
12
月
31
日
ま
で

の
間
に
居
住
の
用
に
供
し

た
場
合
に
つ
い
て
適
用
さ

れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

　
ま
た
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ

ー
ト
ラ
ル
実
現
の
観
点
か

ら
、
認
定
住
宅
に
加
え
Ｚ

床面積要件（注１） 50㎡以上（登記簿上の面積）

自己居住要件
床面積の１／２以上が自己の居住の用に
供されていること

借入金要件
償還期間、賦払期間が10年以上
（原則として金融機関からのものに限る）

居住開始要件 住宅の取得等をした日から６ヵ月以内に居住すること

所得要件（注１） 適用年分の合計所得金額が3,000万円以下であること

（注１）�特別特例取得に該当する場合は適用年分の合計所得金額が1,000万円以下で
あれば、40㎡以上50㎡未満の取得（特例特別特例取得）も対象。

住宅ローン控除の主な要件� （〜令和３年12月）図表１

一般住宅 認定住宅（注２）

借入限度額（注１） 4,000万円 5,000万円

控除期間 10年

控除率 1.0％

各年の控除限度額 40万円 50万円

最大控除額 400万円 500万円

（注１）�住宅の対価の額または費用の額に含まれる消費税等の
税率が８％または10％の場合であり、それ以外の場
合における一般住宅の借入限度額は2,000万円である。

（注２）�認定住宅とは認定長期優良住宅および認定低炭素住宅
をいう。

（注３）�東日本大震災の被災者等に係る特例の対象となる再建
住宅の場合は省略。

住宅ローン控除額（平成26年４月から令和３年12月）図表２

住宅ローン控除は控除率や
所得要件等を見直して４年延長
令和４年分の確定申告では該当する要件に注意が必要
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